
４ 年 ９ 月 30 日

（単位：千円）

流動資産 （ ） 流動負債 （ ）

現金及び預金 買掛金

売掛金 未払金

商品 未払費用

貯蔵品 未払法人税等

前払費用 前受金

未収入金 預り金

貸倒引当金 賞与引当金

固定負債 （ ）

固定資産 （ ） 長期預り金

 有形固定資産 （ ） 退職給付引当金

車両運搬具

工具、器具及び備品

【純資産の部】

 無形固定資産 （ ） 株主資本 （ ）

商標権  資本金 （ ）

ソフトウェア  利益剰余金 （ ）

ソフトウェア仮勘定 利益準備金

その他利益剰余金 （ ）

 投資その他の資産 （ ） 　繰越利益剰余金

リサイクル預託金

長期繰延税金資産

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 104,568104,568 負債及び純資産合計

純 資 産 合 計 72,357
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

・ 商品

・ 貯蔵品

2． 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
（リース資産を除く）

② 無形固定資産（リース資産を除く）

・ 商標権 10年

3． 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

③ 退職給付引当金

④ 役員退職慰労引当金

4． その他計算書類作成のための基本となる事項

① 消費税等の会計処理

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。控除対象外消費税及び地方消費税は、当事
業年度の費用として処理しております。

個別注記表

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平
成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法を採用しております。

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう
ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

個別法による原価法を採用しております。

個別法による原価法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いて当期末で貸倒実績率法により計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。



Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1． 担保に供している資産 該当事項はありません。

2． 有形固定資産の減価償却累計額

3． 偶発債務 該当事項はありません。

4． 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権
② 短期金銭債務 240千円
③ 長期金銭債権
④ 長期金銭債務

Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記

1． 発行済株式の総数に関する事項
（単位：株）

2． 自己株式の数に関する事項

該当事項はありません。

3． 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

ア．

・ 株式の種類 普通株式
・ 配当金の総額 6,000千円
・ 1株当たり配当金額 60,000円00銭
・ 基準日
・ 効力発生日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

4． 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

Ⅳ 1株当たり情報に関する注記

① 1株当たり純資産額 723,572円44銭
② 1株当たり当期純利益 120,938円33銭

令和4年12月23日開催の第5回定時株主総会決議において次のとおり付議いたし
ます。

令和4年9月30日
令和4年12月24日

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額

（円） 基準日

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度末
の株式数

4,846千円

4,258千円

‐千円
‐千円

100            

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

普通株式 100            － －

効力発生日 配当の原資

令和3年12月22
日定時株主総会 普通株式 600 6,000

令和3年9月
30日

令和3年12
月23日

利益剰余金

決議日


	BS
	個別注記表

